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 第１章．計画の背景：流山市における公共交通の課題 

 現在、いわゆるコロナ禍等社会経済情勢の変化に伴う公共交通サービスの需要

縮小等により地域の公共交通の維持・確保が厳しくなる中、持続可能な運送サービ

スの提供の確保に資する取組を推進するため、「地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律」（以下、活性化再生法）が令和２年１１月に改正されました。この改正に

より、地方公共団体は、地域の運送サービスの持続可能な提供に係る基本的な方

針を定める、地域交通に関するマスタープランとなる「地域公共交通計画」の作成

が努力義務となり、市の公共交通に対する関与が一層重要となりました。 

 現在の本市における公共交通体系は、4 事業者による鉄道を主軸として、３つの

バス事業者によるバス路線（市内の主要拠点駅を結ぶ基幹的路線、準基幹的路線

及び一般路線）並びに流山ぐりーんバス、複数の事業者によるタクシーが鉄道駅へ

の端末交通としての役割を担っており（表１-１、図１-１）、市域に占める公共交通の

カバー率は高いものの、そのサービスは各事業者個別の提供であり、一体感に欠

け、利便性が損なわれている点に課題があります。 

 このことから、市内の多様な公共交通を貴重な“資源”と捉え、これらの一体化を

図り、利便性を向上させ、人口増加等による交通需要の多様化に対応した、市内公

共交通を持続可能な公共交通体系へと発展させていくために、地域公共交通計画

の策定が必要です。 

表１-１ 本市における各公共交通機関等の役割 

交通機関 本市における役割等 

鉄道 公共交通の主軸。東京方面等への広域な交通を担う。 

バ
ス 

基幹的 
路線 

民間バス路線の中でも、市内主要拠点駅※1（流山おおたかの森駅、南流山駅、江戸川
台駅、南柏駅※2）を起点もしくは終点とし、主たる運行区間が流山市内であることか
つ主に住民の利用を想定している路線のうち、30 本/日・片道（≒１時間あたり２本程
度）以上ある路線（※3） 
※1 市民アンケートにおける日常的な移動の目的地において上位の鉄道駅。 
※２ 市外であるが、本市の市民の生活圏の一部を担っている駅として設定。 
※3 国土交通省による都市構造の評価に関するハンドブックにおける基幹的路線の
基準に基づき設定。また、本数と利用者数の関係から、市内における公共交通サービ
ス水準として、利用者目線で効果的な路線の目安となる本数として整理。 

準基幹的
路線 

基幹的路線ほどの本数はないものの、上記主要拠点を起点とする民間バス路線（極端
に本数が少ない路線は除く） 

一般路線 上記以外の民間バス路線 

流山ぐり
ーんバス 

道路幅員が狭隘であることなど、民間バス路線の運行が困難な住宅地内と鉄道駅間
を結ぶことを目的として、市が路線運行を行うコミュニティバス 

ﾀｸｼｰ、福祉ﾀｸｼｰ 鉄道駅への端末交通及び需要規模が小さな地域におけるドア・ツー・ドア輸送を担う 
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    民間路線バス（基幹的路線）        民間路線バス（準基幹的路線）          鉄道 

民間路線バス（一般路線）         流山ぐりーんバス      駅名  市内主要拠点駅  

市・地区境界 

30本以上

20～29本

10～19本

10本未満

バス運行本数の目安（本/日・片道）

（令和３年４月時点） 

図 1-1 本市の公共交通網 
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１－１ 公共交通が利用しにくい地域の存在 

 本計画策定のために実施した市民アンケートにおいて、「日常的によく行く目的

地」、「公共交通を利用して行けると便利だと思う目的地」について把握を行ったと

ころ、鉄道駅、スーパー、商業施設、医療施設、健康関連施設、市役所等が多く挙げ

られました。挙げられた施設について鉄道駅との位置関係を調べたところ、以下に

示す鉄道駅から徒歩圏内（半径７００ｍ以内）に多く立地していることが明らかとな

りました。そのため、本計画では、以下に示す鉄道駅周辺施設及び市役所等を公共

交通での移動ニーズが高い目的地と定義しました。 

公共交通での移動ニーズが高い目的地のうち、日常的な利用としては、各地域

で最寄となる駅の周辺に立地する施設へのニーズが高く、流山おおたかの森駅周

辺施設及び市役所等については、非日常的な利用として、市内のいずれの地域（北

部、中部、南部、東部）においてもニーズが高いことが分かりました。 

公共交通での移動ニーズが高い目的地 

・流山おおたかの森駅    ・南流山駅    ・江戸川台駅 
・初石駅    ・流山セントラルパーク駅    ・平和台駅 
・南柏駅    ・新松戸駅    ・市役所等（出張所、窓口センター含む） 

※赤字の目的地は、非日常利用として、市内のいずれの地域においてもニーズが高い 
  黒字の目的地は、日常利用として、各地域の最寄となる拠点駅に対してニーズが高い 
 

これらの移動ニーズを踏まえると、日常的には、各地域の最寄となる拠点駅ま

での行きやすさを確保することが必要であり、非日常的には、流山おおたかの森

駅周辺施設に対して、市内全域からの行きやすさの確保が必要であると考えられ

ます。また、市役所については、出張所・市民窓口センターにおいて、戸籍や住民登

録、印鑑、税、児童手当等の事務手続き、証明書発行、届け出に対する取次ぎ業務

等がなされていることから、非日常的に、各地域から最寄となる市役所もしくは出

張所・市民窓口センター（以降、「市役所等」という。）への行きやすさを確保するこ

とで、移動ニーズに概ね対応できるものと考えられます。 
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公共交通での移動ニーズが高い目的地に対する現状の公共交通のサービス水

準を把握するため、市内全域を１００ｍ四方のメッシュに分割し、各メッシュからの

一般化時間（※1）を算出しました。また、算出された結果より、公共交通での移動

ニーズの高い目的地へ相対的に行きにくく、一定以上の人口集積があり、当該地

域に対応する公共交通施策が検討される必要がある地域を、日常と非日常との利

用に応じて、以下のように『公共交通検討地域』と定義しました。 

公共交通検討地域の定義 

日常利用 
• 各地域の最寄拠点駅については、一般化時間が 30 分以上か

つ人口 50人/ha以上のメッシュ 
（各メッシュから最寄拠点駅に対して評価） 

非日常利用 
• 流山おおたかの森駅周辺施設、市役所等については、一般化時

間が 60分以上かつ人口 50人/ha以上のメッシュ 
（市全域のメッシュについて評価） 

 

その結果、現状の公共交通サービスでは、以下に示すメッシュが公共交通検討地

域に該当することが分かりました（図 1-2）。 

なお、市役所等については、該当メッシュはありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

図 1-2 公共交通検討地域 

（左：【日常利用】最寄拠点駅周辺施設に対する 右：【非日常利用】流山おおたかの森駅周辺施設に対する） 
 

※1 一般化時間：公共交通を利用した際の運賃・料金を時間換算し、所要時間（待ち時間・乗換時間を含む。）と
合計して求められる指標 

公共交通検討地域 
（【日常利用】最寄拠点駅周

辺施設） 

公共交通検討地域 
（【非日常利用】流山おおた

かの森駅周辺施設） 

（令和２年４月時点） 
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１－２ 交通需要の多様化への対応 

 つくばエクスプレス沿線での土地区画整

理事業が進展し、人口増加が続いています。

特に、子育て世代等の若い世代の流入が顕

著で、それに伴い、東京区部への鉄道での

通勤等の需要が増加するとともに、駅への

端末交通としてのバス利用も増加していま

す（図 1-3）。 

 一方、高齢化の進展により高齢者の外出

も増加しており、それに伴い、バスの利用も

増加しています（図 1-4）。 

 また、イベントの開催時には、市外から多くの来訪者が訪問しています（図 1-5）。 

 このように、本市における交通需要は多様化しており、これらに対応した公共交

通の確保が課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（トリップ/日） 

図 1-3 非高齢者の市内から 

東京区部への交通需要 

図 1-4 市内高齢者（65歳以上）の 

全目的交通機関別発生量 

（トリップ/日） 

図 1-5 イベントにおける来訪者数

及び市外来訪割合 

（出典）各年パーソントリップ調査 

（出典）各年パーソントリップ調査 （出典）流山市HP（イベント来場者実績） 
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１－３ 交通事業者間の連携を促す環境の変化 

 市内には多様な公共交通が存在し、複数の交通事業者によりサービスが提供さ

れています。 

 これまで、鉄道のダイヤにあわせてバスのダイヤを見直す等、鉄道とバスとの調

整は実施されてきましたが、バス事業者間の直接的な調整については、独占禁止

法の制約もあり困難でした。このことにより、例えば、下図に示すような事業者の

異なる路線において、同一の目的地に対する運行間隔にバラつきがあるなど、地

域の公共交通サービス全体の観点から課題がありました。 

 しかしながら、令和2年に地域公共交通活性化再生法の改正とあわせ、独占禁止

法の特例法が成立し、国土交通大臣の認定を受けることで、バス事業者間による

ダイヤ・ルート・運賃等の調整が可能となり、事業者間の連携強化により、効率的に

利便性の向上を図れる可能性が広がりました。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

異なる事業者に

よる運行で課題
となる例 

B駅周辺から A駅までバスを利用する利用者の一部はどちらの路
線も選択できると考えられる。現状ではバス事業者間による調整が
難しいが、これらの路線を共同で経営する認可を受けることで、ダイ
ヤ調整が可能となり、公共交通サービスの向上が見込まれる。 
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１－４ 公共交通サービスの持続的な維持・確保 

 新型コロナウイルスの感染拡大に

よる外出自粛等により、交通事業者

は大打撃を受けています。市内のバ

ス路線においても利用者数は、    

令和２（２０２０）年度で対前年比約  

３０％減となっており、公共交通サー

ビスの維持が厳しい状況になってい

ます（図 1-6）。 

そのため、公共交通サービスの維

持・確保に向けて、公共交通サービス 

の周知や公共交通を乗り継いで気軽にお出かけできる施策等について、行政・交

通事業者・企業・市民が連携・協力して検討することが重要になっています。 

  

１－５ 行政による公共交通サービスの基準の明確化 

 流山ぐりーんバスは、収支率が 50％以上見込まれる路線において運行してきま

したが、一部路線においてこの基準を満たさなくなりつつある（図 1-7）一方、今後

新たに導入が必要となる地域も想定されます。現在、流山ぐりーんバスについては、

導入や継続等に関する基準が明確になっていないことから、これらを明確にする

必要があります。 

 また、流山ぐりーんバスは、民間バスやタクシーと比べ運賃が安価であり、官民で

のサービス格差が生じている面があります（表 1-2）。流山ぐりーんバスの持続的

な運行や民間事業者による交通サービスとの格差を是正するために、運賃水準の

見直しが必要になっています。

３３％減少 

（人/月） 

図 1-6 市内を経由する民間バス

路線の利用者数の推移 

（出典）バス事業者提供データ 
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図１-７ 令和元年度における流山ぐりーんバスの路線別収支率 

 

表 1-2 市内公共交通における運賃・料金比較 
交通手段 運賃・料金 

路線バス 

東武ﾊﾞｽｲｰｽﾄ、東武ﾊﾞｽｾﾝﾄﾗﾙ 京成バス 

0.1-2.1km 170円 0.1-0.7km 170円 

2.2-2.3ｋｍ 180円 0.8-1.0ｋｍ 200円 

2.4-2.5ｋｍ 190円 1.1-3.8ｋｍ 220円 

2.6-3.3ｋｍ 210円 3.9-5.7ｋｍ 310円 

3.4-3.7ｋｍ 220円 5.8-7.5ｋｍ 350円 

3.8-4.1ｋｍ 240円   

4.2-5.5ｋｍ 270円   

5.6-6.3ｋｍ 300円   

6.4-6.6ｋｍ 330円   

6.7-7.3ｋｍ 350円   

タクシー 
迎車回送料金 ３００円 

料金：1.27ｋｍまで 500円（その後、0.263ｋｍごとに 100円加算） 

流山ぐりー

んバス 

■松ヶ丘・野々下ルートを除く５ルート 

 現金払い：160円（大人）※75歳以上高齢者は 80円 

■松ヶ丘・野々下ルート（大人現金払い、75歳以上高齢者は大人の半額） 

  

 

 

 

 

5.5ｋｍ未満 160円 7.5-8.5ｋｍ 200円 

5.5-6.5ｋｍ 180円 8.5-9.5ｋｍ 210円 

6.5-7.5ｋｍ 190円 9.5ｋｍ- 220円 

（出典）流山市データ 

収支率 

（出典）バス事業者、流山市HP 

（令和 3年 4月時点） 
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第２章．計画の位置づけ 
 

２－１ 関連法令・計画と本計画との関連性 

 流山市地域公共交通計画（以下、「本計画」）は、流山市総合計画等を上位計画と

して、これらとの調和をとりつつ、関連する計画に基づき実施されている施策との

連携を図ることにより、本市の公共交通施策の方向性を定めるものです（図 2-1）。 

 なお、つくばエクスプレスの開業を見据え、市内公共交通体系の方針を検討した

『流山市公共交通体系策定調査（平成 17 年 3 月）』における公共交通体系の方針

も参考とします。また、施策を通じ「持続可能な開発目標（SDGs）」 の達成にもつ

なげていきます（本計画と関連のある目標「３」「８」「１１」「1７」）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車購入時の低 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１ 関連法令・計画と本計画との関連性 

流山市総合計画 基本構想・基本計画（流山市自治基本条例第 22条第 1項） 

良質な住環境のなかで暮らせるまち 

流山市地域公共交通計画（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律） 

誰もが自分らしく暮らせるまち 

流山市地域福祉計画 
（社会福祉法第 107条） 

流山市高齢者支援計画（老人福

祉法第２０条の８、介護保険法第１１７条） 

流山市障害者計画 
（障害者基本法第 11条第 3項） 

流山市障害福祉計画 
（障害者総合支援法第 88条） 
流山市障害児福祉計画 
（児童福祉法第 33条の 20） 

福祉有
償運送 

福祉ﾀ
ｸｼｰ利
用費
助成 

重度障害者

自動車燃料

費助成 

障害者支
援施設等
通所交通
費助成 

流山市都市計画ﾏｽﾀｰ
ﾌﾟﾗﾝ（都市計画法第１８条

の２） 

流山市立地適正化計
画（都市再生特別措置法第 

81 条） 

流山市交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ
基本構想（高齢者、身体障

害者等の公共交通機関を利

用した移動の円滑化の促進

に関する法律） 

市街地整備・景観、交通 

安心・安全
で快適に暮
らせるまち 

流山市交通
安全計画 
（交通安全対策

基本法） 

流山市自転
車ﾈｯﾄﾜｰｸ計

画 

歩行空間のﾊﾞﾘ

ｱﾌﾘｰ化 

土地区画整理

事業による道路

網の整備 

自転車駐車場の

整備及び利用の

促進 

生活環境 

流山市 
環境基本計画
（流山市環境基本条

例） 

地球温暖化対
策実行計画ｽﾄ
ｯﾌﾟ温暖化！
流山ﾌﾟﾗﾝ 

公共交通機関の 

利用促進 

自動車購入時の 

低燃費車の選択 

 

 

 

流
鉄
沿
線
活
性
化
実
行
委
員
会 

賑わい

と魅力

のある

まち 

流山市公共
交通体系策
定調査

(H17.3) 

連携・調和 連携 連携 連携 連携 

参考 

流山市
広告物
条例 

遵守 

施策実
施に当
たって 達成 

公共交通、交通、移
動に関連する計画、
条例 

実施されている施
策、施策の方向性 

高齢者移
動支援ﾊﾞｽ 

外出支
援ｻｰﾋﾞｽ 

認知症サポーター養成 
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表 本計画によって達成を目指す「持続可能な開発目標（SDGs）」のターゲット 

目標 ターゲット 

目標３ 3.6 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる。 

目標６ 8.9  
2030 年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる
持続可能な観光業を促進するための政策を立案し実施する。 

目標１１ 11.2 

2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子供、障害者及び高
齢者のニーズに特に配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通
の安全性改善により、全ての人々に、安全かつ安価で容易に利用で
きる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。 

目標１７ 17.17 
さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的
な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。 

２－２ 各法令・計画を根拠とした交通に関する施策 

 表２-１に、本計画に特に関連がある計画（活性化再生法に連携や調和の確保につ

いて規定されているなど、公共交通との親和性が高いまちづくりに関連する記述

があるもの）等についてその概要を示します。 

表２-１ 本計画に特に関連がある計画等 

※公共交通に関するものを抜粋 

計画等 公共交通に関連する記載内容等 

流山市総合計画 

（令和２年３月） 

流山市総合計画（基本構想・基本計画）では、基本政策の一つである

『良質な住環境のなかで暮らせるまち』において、「公共交通ネットワー

クの充実」を挙げており、施策の展開方向として以下のように記述され

ています。 
 ・地域公共交通計画の策定 

 ・流山ぐりーんバスなど地域に適した公共交通の実現 

 ・超高齢社会に対応した新たな移動手段の確保 

 ・民間路線バス事業者に対する路線の新設・改善などの要望 

 ・バスマップなどの利用者に分かりやすい総合的な公共交通サービスの情報提供 

流山市都市計画

マスタープラン 

（令和２年４月） 

分野別まちづくりの基本方針における『道路・交通網整備の基本方

針』において、以下に示す公共交通網等の整備が掲げられています。 
 ・地域公共交通ネットワーク 

   a.市内の公共交通の実態調査を行い、地域公共交通網形成計画を策定するとと

もに、地域に適した公共交通の実現を目指します。 

b.超高齢社会に対応した公共交通体系の確保に努めます。 

 ・駅舎及び駅前広場 

  a.駅舎や駅前広場は、まちの玄関口及び人々が行き交う拠点であることから、

利用者の利便性に配慮した整備を推進します。 
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計画等 公共交通に関連する記載内容等 

流山市立地適正

化計画 

（平成２９年３月） 

『居住誘導区域』（※1）の設定および居住誘導を図るための公共交通

施策が以下のように示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 居住誘導区域：人口減少の中にあっても、一定のエリアにおいて人口密度を維持すること

により、生活サービスやコミュニティ機能が持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき

区域 

 

 一方、『都市機能誘導区域』（※2）については、以下の鉄道駅から概ね

半径800m圏内の区域として、この区域内に都市機能の誘導を図って

いくことが示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※2 都市機能誘導区域：居住誘導区域内に設定されるものであり、医療・福祉・商業等の都市

機能を都市の拠点で維持・確保することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を

図るとともに、一定の機能を確保することにより都市の活力を維持していく区域 

 

  

■居住誘導区域（市街化区域から以下の区域を除外した区域）の設定 

 ・災害リスクが高い地域 

 ・用途地域の「工業地域」に指定されている区域で、実際に工業用地として利用され

ている、又は面的に人口の減少が見込まれている地域。 

 ・周辺に居住を誘導するような特性を持たない地域（流山汚泥再生処理センター） 

■居住誘導を図るための公共交通施策 

 ・基幹的な公共交通サービスを維持・確保するため、現在進められている土地区画整

理事業の進捗や需要に合わせて、路線の変更・追加、本数の増加を関係機関と調

整していきます。 

■都市機能誘導区域 

 以下の鉄道駅から概ね半径 800ｍ圏の区域。ただし、流山おおたかの森駅と

流山セントラルパーク駅間は、都市計画道路が多く計画されている区域である

ため、これらの駅から半径 800m 圏外となる市野谷地区について都市機能誘

導区域と設定。 

流山市都市計画マス

タープランでの位置

づけ 

駅名 都市機能誘導区域名 

流山新拠点 流山おおたかの森

駅 

流山おおたかの森駅周辺

地区 

副次交流拠点 南流山駅 南流山駅周辺地区 

ｽﾎﾟｰﾂ・文化交流拠点 流山ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸ駅 流山ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸ駅周辺地区 

地域生活拠点 

運河駅 運河駅周辺地区 

江戸川台駅 江戸川台周辺地区 

初石駅 初石駅周辺地区 

流山駅 

流鉄沿線地区 平和台駅 

鰭ケ崎駅 

豊四季駅（柏市域） 豊四季駅周辺地区 

南柏駅（柏市域） 南柏駅周辺地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■居住誘導を図るための公共交通施策 

 ・基幹的な公共交通サービスを維持・確保するため、現在進められている土地

区画整理事業の進捗や需要に合わせて、路線の変更・追加、本数の増加を関

係機関と調整していきます。 
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計画等 公共交通に関連する記載内容等 

流山市公共交通

体系策定調査 

（平成１７年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本調査において、流山市の公共交通体系の方針が以下のように示さ

れています。 
鉄道を主軸と

した体系的な

公共交通体系

の構築 

・鉄道を主軸に流山市の幹線となる公共交通網を構築。 

・鉄道と端末交通（徒歩、自転車、バス等）との連携により、駅の近

くだけでなく、広く市域に公共交通の利便性を広げる。 

・このような交通体系を構築することにより、つくばエクスプレ

スをはじめとした鉄道の利用促進及び自動車だけに頼らない

交通体系を構築。 

駅の端末交通

機関の充実 

①駅周辺の歩行・自転車環境の充実 

 駅周辺では、徒歩及び自転車で駅に行くことができるよう、歩

行・自転車環境等の充実を図る。 

②需要が見込まれる徒歩圏外の地区でのバス路線配置 

 徒歩圏外で、かつ人口が多く、バスの需要の見込まれる地区

では、バス路線の配置を検討する。 

③需要が見込まれない徒歩圏外の地区での対応 

 徒歩圏外で需要の見込まれない地区では、バスを導入するこ

とは非効率となるため、個別の交通機関（自転車、タクシー、福

祉タクシー等）での移動を基本とする。 

鉄道での移動

不便区間の補

完 

上記に加えて、鉄道での移動不便区間でかつ多くの人の利用が

見込まれる区間や、または、市内各地から市役所への区間な

ど、戦略的に移動性を確保する必要がある区間は、バス交通の

配置を図る。 
 

流山市交通バリア

フリー基本構想 

（平成１８年３月） 

 

 

 

重点整備地区（旅客施設を中心とした地区、高齢者・障害者などが利

用する施設が集まった地区）として江戸川台及び南流山、重点整備候補

地区として、運河駅、初石駅、流山駅が位置づけられています。 

これらの地区において、鉄道駅の昇降施設整備・多目的トイレの整備・

誘導ブロック等の整備、駅前広場の誘導ブロック・案内サイン・歩道の段

差解消等の整備を進めていくとされています。 

 なお、つくばエクスプレスの鉄道駅については、今後の駅利用の変化

を考慮し、公共公益施設までの経路の整備について検討していくとさ

れています。 
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第３章．計画区域と計画期間 
 

３－１ 計画区域 

計画区域は、流山市全域とします（図 3-1）。 

なお、隣接市内の一部の駅周辺が流山市民の生活圏域となっている現状を踏ま

え、施策展開に当たっては、必要に応じて、近隣市とも連携し、取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１ 計画区域

３－２ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和４年３月～令和８年度（202６年度）（※）とします。 

なお、計画期間内であっても、必要に応じて見直しを行っていくものとします。

流山市境界 

鉄道網 

道路網 

鉄道駅 

※計画期間：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き」（令和 2 年 11 月 国土交通省）において、原則５年程度とさ

れていることに基づき設定。 
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第４章．基本方針と目標 
 

 第１章に挙げた本市における公共交通における５つの課題を踏まえ、本計画にお

ける基本方針を『公共交通で気軽にお出かけできるまち～お出かけクオリティ向

上宣言～』としました。本計画では、市内公共交通の一体化による「流山おでかけシ

ステム」を確立し、公共交通の利用のしやすさを高め、お出かけをよりしやすいも

の、より楽しいものにしていく、公共交通で気軽にお出かけできるまちの実現を目

指します。 

 また、この方針に沿って本計画で達成すべき３つの目標を掲げ（図４-１）、これら

の目標を達成するための施策を実施していきます（施策の内容は第５章参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１ 基本方針と目標 

①公共交通が利用しにくい地域の存在 

②交通需要の多様化への対応 

③交通事業者間の連携を促す環境変化 

④公共交通サービスの持続的な維持・確保 

⑤行政による公共交通サービスの基準の明確化 

公
共
交
通
の
課
題 

これらの公共交通の課題を踏まえ、計画の基本方針、目標を以下のように設定しました。 

計画の基本方針 

公共交通で気軽にお出かけできるまち ～お出かけクオリティ向上宣言～ 

目標１ 

移動困難者をなくす 

公共交通 

（対応する課題：①②） 目標２ （対応する課題：①②③④） 

快適に楽しく移動

できる公共交通 

目標３ 

市民みんなが責任を 

もって支える公共交通 

（対応する課題：④⑤） 

➢ 高齢者や子育て世代等
が、自家用車に頼らずに
移動できます 

➢ 公共交通検討地域が解
消されます 

➢ 障害者等、単独で公共交
通の利用が困難な方々
（移動制約者）について
は、福祉政策と連携し、
移動手段を確保します 

➢ 公共交通を利用して、市内を
シームレスに移動できます 

➢ 基幹的・準基幹的なバス路線
のサービスが維持されます 

➢ 来訪者も公共交通を利用して
市内を周遊できます 

➢ 公共交通の維持に対し、市
民ひとりひとりが責任を持
ちます 

➢ 公共交通施策に対する透明
性を高めます 
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第５章．公共交通施策（事業）と実施主体 

 

５－１ 各目標を達成するための公共交通施策 

 各目標を達成するために、５つの公共交通施策に取り組みます（表５-１）。 

なお、各公共交通施策の中の個別施策において、市が先導して、活性化協議会に

おいて検討・協議を進める施策を『リーディング施策』と位置づけます（図 5-１）。各

施策の個別施策については、5-2個別施策の概要と実施主体で示します。 
 

表５-１ 公共交通施策と各目標との関連性 

 
目標１ 

移動困難

者をなく

す公共交

通 

目標２ 

快適に楽

しく移動

できる公

共交通 

目標３ 

市民みん

なが責任

をもって

支える公

共交通 

1.「流山おでかけシステム」のブランディング 〇 〇 〇 
2.市内公共交通サービスの一体化    
２－１.バス運賃制度の一元化  〇 〇 
２－２.公共交通サービスの向上とその提供 〇 〇 〇 
２－３.公共交通の提供ルールの運用 〇 〇 〇 

３.公共交通サービスのユニバーサルデザイン化 〇   
４.観光施策との連携  〇  
５.モビリティ革命への対応  〇  

 

 

 

 

 

 

 

図５-１ リーディング施策の位置づけ  

公共交通施策における個
別施策の中で、市が先導
して活性化協議会におい
て検討・協議する施策で
す 
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５－２ 個別施策の概要と実施主体 

各施策に関する個別施策、実施主体、実施エリア及び実施年度を以下に示します。 

なお、各施策名の欄において、施策と関連する目標及び SDGs におけるターゲ

ットを示します。また、リーディング施策については、青字◎で示します。 

施策 
1. 「流山おでかけシステム」
のブランディング 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

〇 〇 〇 

 

  

個別 
施策 

①◎公共交通の利用状況・運行状況・取組状況の見える化 
• バスの利用状況や運行状況に関するデータを、市のホームページや

SNS等で公表し、利用実態が把握できるようにするとともに、流山
市内の公共交通サービスを一元化したポータルサイト等による分か
りやすさの向上を図ります。 

• 市内公共交通における新型コロナウイルス感染症対策や乗務員確
保に関する取組、公共交通の利用方法等に関する情報等、事業者の
取組内容を実施主体のホームページで公表し周知を図ります。 
 

②公共交通の魅せる化・モビリティマネジメントの実施 
• 協議会は、市民への流山市公共交通マップの配布、経路検索サイト

やアプリの周知・拡充、バスの乗り方教室等を通じて、市内の公共
交通に対する認知度を高め、利便性を魅せることで、自家用車から

公共交通への転換や市外からの来訪者への PRを促進します。 
• また、公共交通の安全な運行環境の確保に向けて、交通ルールに関

する啓発を行い交通安全に対する意識の向上を図ります。 
• 「公共交通の見える化」その他個別施策により構築を目指す、一体

化された公共交通体系「流山おでかけシステム」について、モビリテ
ィマネジメントを通じ、ブランディング・魅せる化を図ります。   

実施
主体 

流山市、鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者、市民（関係団体） 
  

実施 
エリア 

流山市全域 
  

関連
計画 

環境基本計画、自転車ネットワーク計画、交通安全計画 
  

実施
年度 

施

策 
実施事項 令和３年度 

令和
４ 
年度 

令和
５ 
年度 

令和
６ 
年度 

令和
７ 
年度 

令和
８ 
年度 

① 
公共交通の利用者数や事
業者の取組内容等につい
て公開 

市は準備事業とし
て、「流山市公共交
通マップの作成」、
「流山ぐりーんバ
ス の GTFS 化
（※）」を実施 

     

② 
・流山市公共交通マップの
配布及び市 HPで公表 
・バス乗り方教室の実施 

     

※標準的なバスフォーマット 
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 2．市内公共交通サービスの一体化 

施策 2-1．バス運賃制度の一元化 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

 〇 〇 

 

  

個別 
施策 

①◎流山ぐりーんバスの運賃の見直し 
• 現在、民間バス路線に比べ、安価な運賃となっている流山ぐりーん

バスの運賃を民間路線バス並みの運賃水準に引き上げるととも
に、割引制度を含めた運賃体系を見直すことで、流山ぐりーんバス

の持続的な運営を可能にします。 
• 市は、市民（利用者）や関係者等から意見聴取を行い、運賃の変更

案を作成し、活性化協議会において協議を行います。 
• 活性化協議会において協議が整った後、市は、市民参加等の必要

な手続きを行います。 
 
②◎公共交通運賃の定額制度（サブスクリプション）の導入 
• 市内の公共交通が一日乗り放題となる切符等、一定の運賃で市内

の公共交通が利用できるサービスの導入について、利用者の利便
性に配慮したサービス内容（チケット形式・販売方法・対象路線な
ど）を含めて、活性化協議会で検討します。 

   
実施
主体 

流山市、バス事業者、鉄道事業者（参画希望者のみ） 
  

実施 
エリア 

流山市全域 
  

実施
年度 

施
策 

実施事項 
令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

令和６ 
年度 

令和７ 
年度 

令和８ 
年度 

① 

運賃変更案の検討 

 
 

     

市民参加等必要な
手続きの実施 

     

変更運賃による運行
の開始、変更結果の
協議会への報告 

     

② 

活性化協議会におい
て課題等について検
討 

     

財源の検討（地域公
共交通利便増進計
画等） 

  
 

  

事業準備・実施      

 ・・・・実施段階 ・・・・検討段階 
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 2．市内公共交通サービスの一体化 

施策 
2-２．公共交通サービスの 

向上とその提供 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

〇 〇 〇  

  

個別 
施策 

①◎サービス水準の維持・確保 
• 本計画で整理（p.1,2）した本市の基幹的路線に対し、１日あたり片

道３０本以上のサービス水準を維持します。また、本市の準基幹的
路線に対し、基幹的路線と同等の１日あたり片道３０本以上のサー

ビス水準の確保を検討します。 
• サービス維持・確保のため、市は事業者に対し必要な支援策を検討

するとともに、事業者は経費削減や需要維持・喚起に努めます。 
• なお、事業者は、基幹的・準基幹的路線のサービス水準の維持・確

保が困難となった場合には、速やかに協議会へ報告し、協議会はサ
ービス維持に向けた検討を行います。廃止の際は、「地域旅客運送
サービス継続事業」等の活用について検討します。（p.２3、２4） 

 
②事業者間におけるサービス内容の協議・調整 
• 分かりやすいバスの案内・周知方法など、サービスの一体化に向

け、市及びバス事業者は、協議を行います。 
• 市は、事業者間で異なるダイヤやルート等の調整を図ります。 

 
※施策の検討・実施にあたって、独占禁止法特例法による認可の必要
が生じた場合、共同経営計画等を作成します。 
   

実施
主体 

流山市、バス事業者及び他の交通事業者（参加希望者のみ） 
  

実施 
エリア 

流山市全域 
  

実施

年度 

施
策 

実施事項 
令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

令和６ 
年度 

令和７ 
年度 

令和８ 
年度 

① 

市において必要
な支援の検討 

 

     

・活性化協議会に
おいて協議 
・基幹的・準基幹
的路線のサービ
ス水準の維持・
確保 

     

② 
サービス内容の協
議・調整 
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 2．市内公共交通サービスの一体化 

施策 
2-3．公共交通の提供ルール
の運用 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

〇 〇 〇 

 

  

個別 
施策 

①◎公共交通の提供ルールの運用 
• 本計画において、公共交通の提供ルール（基準、検討のフロー）（p.２

3～32）を明確化し、運用します。 
• また、バス運行が難しい地域に対するタクシーの活用も含めた代替

手段の詳細なルールについては、当該手段の検討にあわせて、活性
化協議会において定めます。 

 
②流山ぐりーんバスの導入・継続・変更・廃止に関するルールの運用 
• 流山ぐりーんバスの導入・継続・変更・廃止について、市民の意向も
踏まえながら、市は本計画で定めるルール（基準、検討フロー）に沿っ
て検討し、活性化協議会で協議します。（p.２6～31） 

• 市は、流山ぐりーんバスの収入増加に向けた取り組みを検討します。 
 

③代替手段導入ルールの運用 
• バスの運行が難しい地域に対して、ルールに基づき、市民の要請に応
じて、タクシーの活用も含めた代替手段を市民と協働で検討します。 

• 検討内容については、活性化協議会に報告し、ルールを含めて、導入
について協議します。（p.3２）   

実施
主体 

流山市、市民、バス事業者、タクシー事業者 
  

実施 
エリア 

市内の公共交通検討地域、流山ぐりーんバスが運行されている地域、
路線バスや流山ぐりーんバスの廃止により新たな公共交通が必要とな
った地域   

実施
年度 

施
策 

実施事項 
令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

令和６ 
年度 

令和７ 
年度 

令和８ 
年度 

① 

・流山ぐりーんバスのルール
の周知・運用 
・代替手段の検討ルールに
ついて、活性化協議会にお
いて協議検討 

   
 

  

② 

・既存路線の評価及び変更・
廃止の必要があった路線
の協議（※） 
・提案された新路線につい
て協議 
・協賛金や基金創設など収
入増加に向けた取り組みの
検討 

      

③ 

・代替手段の導入・継続・変
更・廃止のルールを検討 
・代替手段導入検討の必要
性が生じた場合、同ルール
に沿って手段を検討 

      

※流山ぐりーんバスの継続判断（継続・変更・廃止）ルールは、令和４年度の収支率から対象路線基準として判断します。 
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施策 
3．公共交通のユニバーサル
デザイン化 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

〇   

 

  

個別 
施策 

①障害者、高齢者、子育て世代に対する移動支援施策の周知・拡充 
• 市及び交通事業者は現在実施している移動支援に関する取組の継

続に努めるとともに、障害者・高齢者に対する施策の周知・拡充に
ついて検討します。 

• なお、協議会・市は、福祉施策や子育て施策（高齢者移動支援バス、

福祉有償運送、福祉タクシー、外出支援サービス等（Ｐ．９））との連
携も図って施策展開を検討します。 

• また、市、タクシー事業者及び関係団体は、子育て世代や通級時※に

おける子どもの学校間移動のタクシー利用について検討します。 
 

②公共交通の利用のしやすさ・分かりやすさ・安全性の改善 
• 交通事業者が実施するバス路線の行先表示やバス停留所の待合環

境の改善について、市は関係者間の調整等の面で協力して進めま
す。 

• 走行環境などの安全性の改善について、道路管理者・警察・交通事
業者間で協力して進めます。   

実施
主体 

流山市、鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者、市民(関係団体)、警察 
  

実施 
エリア 

流山市全域 
  

関連
計画 

バリアフリー基本構想、地域福祉計画、高齢者支援計画、障害者計画、
障害者福祉計画、障害児福祉計画 等 

  

実施
年度 

施

策 
実施事項 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

① 

・移動支援に関す
る人員・予算等
の確保 
・ 拡充策につい
て、活性化協議
会で協議 

      

② 

交通事業者にお
ける検討状況に
応じて、必要な調
整等を実施 

      

※通級による指導：障害のある子どもたちに対する指導及び支援において、大部分の授業を在籍
する通常の学級で受けながら、一部の時間で障害に応じた特別な指導を実施すること 
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施策 4．観光施策との連携 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

 〇  

 

  

個別 
施策 

①観光・商工関連団体と交通事業者の連携強化 
• 観光協会、商工会議所（必要に応じて、流鉄沿線活性化実行委員会

や流山版ＤＭＯ・㈱流山ツーリズムデザインと連携）は、イベント実
施時等において、必要に応じて公共交通事業者との協議や活性化
協議会への周知を行い、来訪者の移動が円滑になされるよう、交

通事業者と連携します。 
• 公共交通を補完するシェアサイクルなどの活用を検討し、回遊性の

向上を図ります。 
 

②◎公共交通運賃定額制度と観光との連携 
• 来訪者に対する市内公共交通１日乗り放題切符の販売等につい

て、施策 2-１．②とあわせて検討します。   
実施
主体 

流山市、鉄道事業者、バス事業者、観光協会、商工会議所、タクシー事業者 
（流鉄沿線活性化実行委員会、㈱流山ツーリズムデザイン）   

実施 
エリア 

流山市全域 
  

関連
計画 

自転車ネットワーク計画 
  

実施 
年度 

①イベント開催等に応じて協議、②は 1.①の施策と合わせて実施を検討 

 

施策 5．モビリティ革命への対応 

目標１ 目標２ 目標３ SDGsへの対応 

 〇  

 

  

個別 
施策 

• 交通事業者は、MaaS や自動運転技術等の新たな技術について、
実証実験を行っている場合、活性化協議会に対し情報提供を行い、
今後の市内公共交通施策に対する新たな技術導入検討の参考とし
ます。   

実施
主体 

流山市、鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者 
  

実施 
エリア 

流山市全域 
  

実施 
年度 

必要に応じて情報提供、協議 
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５－３ 公共交通サービス検討に係る全体フロー 

 民間バス路線の継続・確保が困難になった地域や公共交通検討地域に対する公

共交通施策の検討、流山ぐりーんバスの導入・継続等の判断に関する検討につい

ては、以下の流れに沿って行っていきます（図 5-3）。 

 各地域における検討の詳細は、以下をご覧ください。 

  「民間によるバス路線のサービス維持・確保が困難となった地域」：P.２４ 

  「公共交通検討地域を含む一団の地域」：P.２5-２7、32 

  「流山ぐりーんバスが運行されている地域」：P.２8-３1 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  

 

図５-３ 公共交通サービス検討に係る全体フロー 
   

民間によるバス路線のサー
ビス維持・確保が困難となっ

た地域 

公共交通検討地域を含む 
一団の地域 

流山ぐりーんバスが運行され
ている地域 

活性化協議会で 
サービス維持・確保
の見込み可否を協議 

（P.２4） 

路線廃止を踏
まえた公共交
通検討地域の
該当の有無を
検証 

可能 不可能 

活性化協議会で民間事
業者による新規サービ
ス提供の可否を協議

（P.２5） 

地域組織から要

請のあった場合 

公
共
交
通
検
討
地
域
に
該
当 

需要規模から
みたバスでの
対応の可否 

 

代
替
手
段
導
入
の 

検
討
フ
ロ
ー
へ 

(P
.2

8
)  

 

流
山
ぐ
り
ー
ん
バ
ス
導
入
の 

検
討
フ
ロ
ー
へ 

民
間
事
業
者
に
よ
る 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

可能 不可能 

可能 不可能 

継続判断 
（P.３0-３1） 

（収支率 55％以上） 

毎年評価 

見直し 
(P.28) 

適宜実施 

Yes No 

運
行
継
続 

流
山
ぐ
り
ー
ん
バ
ス 

継
続
・変
更
・廃
止
の 

検
討
フ
ロ
ー
へ 

(p.26) (p.32) (p.29) 

廃止の
場合 
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（１）公共交通のサービス維持・確保検討ルール 

 民間バス路線（基幹的路線、準基幹的路線）のサービス維持・確保が困難となった

地域に対する具体的な検討フローを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

検討フロー 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

サービス維持・確保の検討基準 

条件 以下のいずれかに該当するサービス継続の検討に関すること 
・基幹的路線の減便や廃止 
・準基幹的路線の廃止 
・準基幹的路線の１日あたり片道30本以上のサービス水準の確保のための増便 

事業者
の責務 

・基幹的路線の減便や廃止、準基幹的路線の廃止やサービス水準の確保の可能
性が高まった場合には、速やかに活性化協議会に報告すること 
・事業者独自に需要喚起や経費節減に関する取組を積極的に行うこと 
・活性化協議会における協議及び活性化協議会が実施する公共交通施策に積極
的に協力すること 

市の 
責務 

基幹的路線、準基幹的路線の維持・確保に向けた必要な支援策を実施すること 

    

➢ 民間事業者より、基幹的・準基幹的路線のサービス維持・確保が困難になった旨の連

絡があった場合、活性化協議会において、民間でのサービス維持の可否や市による

事業者に対する支援策について協議します。 

➢ その上で、民間事業者によるサービス提供が可能となった場合には、引き続き、活性

化協議会においてサービス内容等についての協議を進めます。 

➢ 一方、民間事業者によるサービス提供が不可能との結論に至った場合には、廃止さ

れる沿線地域において公共交通検討地域が生じるか否かを検証し、生じる場合につ

いては、Ｐ．２5の「導入検討地域での民間事業者による新規サービス提供ルール」に

沿って検討を進めます。公共交通検討地域が生じない場合は検討を終了します。 

➢ なお、本検討の対象となる路線の基準及び、この検討を行う際の事業者及び市の責

務は、下記に示す通りです。 

民間事業者によるバス
路線のサービス維持・
確保が困難となった旨

の報告 

・対象路線の確認 

活性化協議会で協議 

・民間でのサービス維持の可否 

・市による必要な支援策の検討 

民間事業者による 
サービスの提供 

路線廃止を踏まえた公共交通
検討地域の該当の有無を検証 

民間交通事業者によ
る新規サービス提供フ

ローへ（P.２5） 

可能 

不可能 

公共交通検討
地域に該当 
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（２）導入検討地域での民間事業者による新規サービス提供の検討ルール 

 公共交通検討地域（P.４参照）を含む一団の地域に対する検討フローを示します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

検討フロー 

 
 

 
 
 
 
 
 

導入検討地域の検討基準 

地域の 
条件 

・公共交通検討地域を含む一団の地域 

地域組
織の責
務 

〇対象地域の市民等により「地域組織」を設立していること 
〇地域組織は下記の要件を満たしていること 
・地域の代表として継続的に活動できる 
・地域内の市民等が 5名以上含まれている 
・組織の活動内容や代表者（連絡窓口）が明確である 
・組織の設立について、地域内の自治会の同意を得ており連携が可能である 
・地域内の公共交通課題を十分に認識している。もしくは、把握するために主
体的に活動ができる 
・地域内の市民等のニーズ把握や要望のとりまとめ・調整、市や活性化協議会
との協議など、施策の検討や実施・継続に対し、主体的に参画できる 

 

    

➢ 公共交通検討地域を含む一団の地域において、公共交通サービスの導入に関する要

望がある場合、検討のための地域組織を住民主体で立ち上げます。 

➢ 地域組織が立ち上がった段階で、活性化協議会において、民間でのサービス提供の

可否について協議を行います。 

➢ 民間事業者によるサービス提供が可能となった場合には、引き続き、活性化協議会

において、地域組織の要望・意見も踏まえながらサービス内容等の協議を進めます。 

➢ 一方、民間事業者によるサービス提供が不可能との結論に至った場合には、活性化

協議会において、当該地域の需要規模を踏まえバスでの対応の可否について検証し

ます。 

➢ バスでの対応が可能となった場合には、流山ぐりーんバス導入の検討に移行し、バス

ほどの需要が確保できない場合には、代替手段導入の検討に移行します。 

➢ なお、本検討の対象となる地域の条件、地域組織の責務は下記のとおりです。 

事前準備 活性化協議会で協議 

・地域組織の立ち上げ 
・検討基準の確認 

民間でのサービス提
供の可否 

需要規模からみたバス
での対応の可否 

民間事業者による 
サービスの提供 

流山ぐりーんバス導入の検討
フローへ（p.26） 

代替手段導入の検討フローへ 
(P.32) 

可能 

不
可
能 

可能 

不可能 
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（３）流山ぐりーんバス導入ルール 

 活性化協議会において、流山ぐりーんバスでの対応が妥当との結論に至った場

合の導入に向けた検討フローを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

流山ぐりーんバスの導入検討フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

➢ 地域組織は、流山ぐりーんバスに関する運行計画案を検討します。 

➢ また、地域組織は、その路線においてどの程度の収入が得られるかを把握するため、

住民アンケート等により利用意向を把握し、収入を試算します。また、市より運行に係

る経費等の情報を収集し、収支率（収入／支出）を計算します。 

➢ 地域組織により収支率が 50％以上確保できる見込みである場合は、活性化協議会

事務局（市）と協議し、検討内容等が流山ぐりーんバス導入基準（次頁）を満たしてい

るか、また、運行事業者や警察等の関係機関等への確認を行います。 

➢ 事務局が活性化協議会への議題として提出可能と認めた場合は、活性化協議会にお

いて、運行計画案を協議した上で、内容が可決された場合は、運行開始の手続きに

入ります。 

➢ 一方、収支率が 50％に満たない場合、事務局により活性化協議会への議題として

提出不可とした場合、活性化協議会において運行計画案が否決された場合は、運行

計画案の再検討を行います。 

➢ 運行計画案の再検討が困難である場合は、代替手段の検討に移行します。 

➢ なお、地域組織は、次頁に示す流山ぐりーんバス導入基準を踏まえて、検討を進める

ことが必要です。 

運行計画案
の検討 

収支率
50％以上
確保 

導入基準を満
たした運行計
画案を検討 

活性化協議会事務局
（市）との協議 

運行計画案の活性化協議
会への提出判断 

運行計画再検
討の可否 

運行計画案の
再検討 

代替手段導入の
検討フローへ
（P.32） 

可能 

不可能 

運行計画案の
検討に戻る 

活性化協議
会で協議 

提出可 

提出不可 否決 

運行の
開始 

可決 

継続判断 
フローへ 
（P.29） 
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流山ぐりーんバス導入基準 

地 域 の
条件 

公共交通検討地域を含む一団の地域であり、かつ、地域公共交通活性化協議会
において、流山ぐりーんバス導入の検討が承認されていること 

地 域 組
織 の 責
務 

導入に対し、以下の要件全てについて、地域組織の責務として認識しており、必
要な事項を実施していること。 
〇ルート、サービス水準等を定めた運行計画案の作成に関すること 
〇利用意向を踏まえた収支計画書案の作成に関すること 
〇運行計画案について沿線自治会の同意を得ること、またバス停留所の設置に
ついては周辺住民の同意を得ること 

〇運行開始後も継続して運行状況の把握や利用促進に努めること 
〇収支率が 55％に達しない場合、需要確保計画案を作成すること 

ﾙｰﾄ・ﾊﾞｽ
停留所 

〇駅と住宅地とを結ぶルートであること 
〇公共交通検討地域の利便性向上を主たる目的とすること 
〇バスが安全に通行できるルートであること 
〇バス停留所が安全に設置できること 
〇既存の公共交通と競合しないこと 

ｻｰﾋﾞｽ水
準 

〇既存の流山ぐりーんバスと比べ大きな差異がないこと 
〇既存の公共交通と競合せず、補完する内容になっていること 

関 係 機
関 へ の
確認 

協議会事務局において、運行計画書案について、運行事業者や警察等の関係機
関への確認が済んでいること 

収支率 ５０％以上の収支率が見込まれること 
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（４）流山ぐりーんバス見直しのルール 

 流山ぐりーんバスの見直しについては、下記の基準により、利用者数の増加、収

支率や安全性の改善に向けて、適時実施します。 

 

■見直し基準 

流山ぐりーんバス見直し基準 

提案主体 市・協議会 市民等 

共通 
条件 

見直しにより、利用者数の増加や収支率の改善が見込め、活性化協
議会において、見直しが承認されること 

バス 
停留所 

・乗降調査などの結果から路線
の効率化が図れる見込みのあ
るバス停留所の新設・変更・廃
止 
・バス停留所の安全性の改善に
よる変更・廃止 

・地域組織もしくは沿線自治会
から要請があったバス停留所
の新設・変更であって、設置に
関して周辺住民の合意があ
り、かつ、安全に設置できるこ
と 

ルート 

・民間バス路線との重複の解消
などの効率化・改善を目的に、
活性化協議会（その下部組織も
含む。）において協議されたル
ートの変更 

・地域組織から要請があったル
ートの変更であって、「流山ぐ
りーんバス導入基準」における
「地域組織の責務」及び「ルー
ト・バス停留所」の要件を満た
していること 

サ
ー
ビ
ス
水
準 

運賃 
・運賃の見直しについては、リー
ディング施策「流山ぐりーんバ
スの運賃見直し」において実施 

・原則として実施しない 

運行本数 
運行時間帯 
運行日 
運行車両 その他 

・原則として、現行のサービスを
維持するものとするが、経済状
況・社会状況の変化が生じた場
合には、活性化協議会において
協議を行い変更 

・地域組織から要請があった変
更であって「流山ぐりーんバス
導入基準」における「地域組織
の責務」及び「サービス水準」
の基準を満たしていること 
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（５）流山ぐりーんバスの継続判断（継続・変更・廃止）ルール 

 流山ぐりーんバスの継続・変更・廃止に関する検討フロー（継続・変更・廃止検討フ

ロー）を次頁に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
■変更・見直しの対象となる路線の基準 

流山ぐりーんバス継続検討対象路線基準 

検討 
対象路線 

１期（※1）の収支率が、55％未満（※２）となった路線 
もしくは、 
利用者数の増加や収支率の改善が見込める見直しが実施可能な路線 

 
 

 

 なお、収支率が１００％以上（黒字）となった場合や、バス事業者から申し出のあっ

た場合は、民間事業者によるサービスの提供への移行について、活性化協議会で

協議の上、検討します。 

  

➢ 流山ぐりーんバスの継続判断は毎年実施します。収支率が 55％以上の場合は、次年

度も同様のサービスで運行を継続します。 

➢ 収支率が 50％以上 55％未満の場合は、収支の安定化を図るため、需要確保策を

検討します。需要確保策を実施後の収支率が 55％以上となる場合は、同様のサー

ビスで運行を継続しますが、50%以上 55％未満の場合は、見直し基準に基づきサ

ービス内容の見直しを行います。 

➢ 一方、収支率が 50％未満である場合は、変更運行計画案を検討した上で、活性化協

議会において協議し、運行計画が承認された場合は当該計画に則り運行を実施しま

す。この運行での収支率が 50％に達しない場合もしくは運行計画が活性化協議会

において承認されない場合は廃止及び代替手段での検討に移行します。 

➢ なお、需要確保策の実施や変更運行計画案の作成については、本計画策定時点で運

行されている流山ぐりーんバスについては、市が主体となって実施します。今後、新

たに導入される路線については、地域組織が主体となって実施します。 

 

※1：4月～翌 3月までを 1期とする。なお、新規路線については、運行開始日から次の 3月末までの期間につ

いては除くものとする。 
※２：経済状況・社会状況により、著しく収支率が低下した場合は、この限りでない。 
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流山ぐりーんバスの継続・変更・廃止検討フロー 

初年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 

     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

    

 
 

流山ぐりーんバスの継続判断（継続・変更・廃止）ルールの運用開始は令和４年度を想定

していますが、新型コロナウイルスの感染状況を鑑みて翌年度以降に延期する可能性があ

ります。 

  

収支率 
５０％以上 
が見込め
る変更運
行計画案
を作成し、
活性化協
議会にお
いて協議 

Ａ 
収支率が

55％ 
以上 

同サービ
スで継続 

Ｂ 
収支率が

50％ 
以上
55％ 
未満 

需要確
保策を
検討・ 
実施 

55％以上 

55％未満 
５０％以上 

50％未満 

同サービスで
継続 

「見直しルー
ル」に基づき収
支率改善を検
討（p.27） 

Ｃ のフローへ 

Ｃ 
収支率が
50％未満 

承認 

不承認 

運行計画を変更
し、運行開始 

廃止 
代替手段の検討
へ（P.32） 

運行計
画を変
更し、運
行開始 

55％以上 

55％未満 
５０％以上 

50％未満 

同サー
ビスで
継続 

Ｂ のフ
ローへ 

Ｃ のフ
ローへ 

55％以上 

55％未満 

５０％以上 

50％未満 

同サー
ビスで
継続 

Ｂ のフ
ローへ 

廃止 
代替手
段の検
討へ 
（P.32） 

※繰り返し 

・・・収支率の確認 ※毎年度、中間評価として、４月から９月までの収支率を確認 
  最終評価として、４月から３月までの収支率を確認 
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■継続、変更、廃止の対象・手続き・基準 

区分 内容 

継続
路線 

対
象 

・初年度の収支率が 55％以上となった路線 

対策
路線 

対
象 

・初年度の収支率が 50％以上 55％未満となった路線 

手
続 

・市は（※３）、検討対象路線の沿線住民に対し、需要確保策を 2 年度目の 9
月末までに実施 
・中間評価時点において、２年度連続収支率が 50％以上 55％未満となる
見込みの場合、市は（※３）、「見直し基準」に基づき収支率改善する見直し
案の検討を進め、２年度連続収支率が 50％以上55％未満となった場合、
速やかに見直し手続きを進め（※４）、市は、３年度目の 10月もしくは 1月
に開催される活性化協議会に提案し、協議の結果、承認された場合、４年
度目に運行の見直しを実施 

基
準 

・２年度目の収支率が５５％と以上の場合は「継続路線」、 ５０％以上５５％
未満の場合は「対策路線」、５０％未満の場合は「変更路線」へ 

変更
路線 

対
象 

・初年度の収支率が 50％未満となった路線 

手
続 

・中間評価時点において、収支率が５０％未満の場合には、市は（※３）、収支
率５０％以上が見込めるルートやサービス水準などの変更内容（地域によ
る広告や協賛金による支援等の施策も含む）を記載した変更運行計画書案
を検討を進め、初年度の収支率が５０％未満となった場合、速やかに手続
きを進め（※４）、市は、２年度目の１０月もしくは１月に開催される活性化
協議会で協議を行い、協議の結果、承認された場合、３年度目に運行の変
更を実施 

基
準 

・３年度目の収支率が５５％以上の場合は「継続路線」、５０％以上５５％未満
の場合は「対策路線」、５０％未満の場合は「廃止路線」へ 

廃止 
路線 

対
象 

・「変更路線」の場合で、３年度目に運行の変更が実施できなかった場合 
・「変更路線」の場合で、変更運行計画に基づき運行した３年度目の収支率
が 50％に満たなかった場合 

手
続 

・３年度目の収支率が５０％未満となった場合、４年度目に活性化協議会に
おいて、運行の廃止について協議を行い、協議の結果、廃止について承認
された場合、廃止手続きを実施 

基
準 

・活性化協議会で協議を行い、廃止について承認された場合、必要な手続き
を行い、速やかに路線を廃止 
・活性化協議会において、代替手段の検討が承認された場合、代替手段の検
討へ（P.32） 

 
 
 

   

※３：本計画策定時点で運行していない路線で、「流山ぐりーんバス導入基準」に基づき、導入された路線の場合は、
導入時に設立された地域組織が実施 

※４：本計画策定時点で運行していない路線で、「流山ぐりーんバス導入基準」に基づき、導入された路線の場合は、
地域組織は対象期の６月までに市へ案を提出 
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（６）代替手段の検討ルール 

 活性化協議会において、代替手段での対応が妥当となった場合の導入に向けた

検討フローを示します。なお、本計画では基本的な考え方を検討基準として示しま

すが、導入の可否等に関する具体的な判断基準等については、事案ごとに活性化

協議会において検討を行っていきます。 

 

代替手段の導入検討フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 

代替手段の検討基準 

条件 以下のいずれかに該当する地域であり、かつ、活性化協議会において、代替手
段の導入の検討が承認されていること 
・公共交通検討地域を含む一団の地域 
・流山ぐりーんバスの継続判断により路線が廃止となった地域 

公的負担
の考え方 

流山ぐりーんバスの水準を基本とします 

地域組織
の責務 

地域内の市民等のニーズの把握や要望のとりまとめ・調整、市や活性化協議
会との協議など、代替手段の検討に対し、主体的に参画すること 

 

 

活性化協議事務局
（市）との協議 

代替手段の 
検討 

・地域組織の立ち上げ 
・導入計画案の検討 

可決 

導入計画案に問題が
ないかどうか判断 

活性化協議
会で協議 

活性化協議

会へ提出 

実証実
験 

運行の
開始 

否決 

収支が見込
めた場合 

代替手段の

検討に戻る 

収支が見込
めない場合 
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第６章．計画の達成状況の評価 
 
本計画に位置づけた各目標に対する評価指標として、以下の指標を設定します。

毎年、協議会において、実績データ、アンケート調査データ等を用いて達成状況を

評価し、進捗状況を管理していきます。 

 

表６-１ 計画の達成状況を評価する指標 

目標 1：移動困難者をなくす公共交通 

評価指標 現状値・目標値・計測方法 

公共交通アクセ

ス可能圏域内

人口カバー率 

 

現状値：93.7％（令和 2年度） ➡ 目標値：95％（令和 8年度） 

鉄道駅から半径 800m、バス停

から半径 300m（※1）圏内を公

共交通アクセス可能圏域として、

圏域内人口が市全体の人口に占

める割合のこと。この値が高まる

と、公共交通へアクセス可能な市

民の割合が高まり、逆に移動困

難な市民の割合が小さくなって

いることを意味します。 

※1 都市構造の評価に関するハンドブッ

ク（平成 26 年 8 月 国土交通省都市局

都市計画課）より、鉄道駅については半径

800m、バス停については半径 300ｍ

を徒歩圏として設定。 

運転免許を持

っていない人

の外出回数 

 

 

現状値：3.1回/週(令和 2年度）※2 ➡ 目標値：3.5回/週（令和 8年度） 

運転免許を持っていない人の公共交通を利用しての外出頻度を表します。この

値が高まることは、運転免許を持っていない人の公共交通を使った外出が増え

ていることを意味し、移動困難な状況が改善されていると解釈できます。 
 

※2 本計画策定で実施した市民アンケート結果より、免許非保有者で最も頻度の高い移動において

公共交通を利用している人の、当該移動の外出頻度から算出。 

 

  

100mメッシュ人口（令和 2年度） 

（人） 

公共交通アク

セス可能圏域 

（令和２年４月時点） 
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目標２：快適に楽しく移動できる公共交通 

評価指標 現状値・目標値・計測方法 

市内バス利用

者数（※1） 

 

 

現状値：716,787人/月（令和元年度） 

➡      485,834人/月（令和 2年度：令和元年度の 68%）※2 

➡ 目標値：609,000人/月（令和 8年度：令和元年度の約 85%） 

新型コロナウイルス感染症の終息に伴う外出の増加及び流山ぐりーんバスの再

編などにより、令和元年度の 85％まで需要を回復させることを目標とします。 

公共交通アクセ

ス可能圏域内

人口カバー率 

 

【再掲・目標 1に同じ】 

実務者分科会

でのダイヤ・ル

ートの検討数 

 

現状値：なし ➡ 目標値：複数路線（令和 8年度） 

活性化協議会の下部組織として、市・交通事業者による実務者分科会を設置し、

バスのダイヤやルートの調整・協議を行い、乗継等の利便性向上を図ります。 

 

 

※1市内を経由する民間路線バス（注）と流山ぐりーんバス利用者の合計値 

※2令和２年度は流山ぐりーんバスは 4～11月の平均、民間路線バスは 4～8月の平均から算出 

（注）対象となる民間バス路線は以下の通り 

東武バスセントラル：西柏 03/04/06/08/09/10/12、柏 06/07/26/、南柏 01/04/05/06/07、北小金 01 

             （旧：東武バスイースト） 

東武バスセントラル：西柏 07、南流 01/02 

京成バス：流山線、東初石線、西初石線、三輪野山線 

松戸新京成バス：新松戸線 6 
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目標３：市民みんなが責任を持って支える公共交通 

評価指標 現状値・目標値・計測方法 

市内バス利用

者数 

 

【再掲・目標 2に同じ】 

 

流山ぐりーん

バスの収支率 

 

現状値：59%（令和元年度） 

➡      39%（令和 2年度：令和元年度の 66%）※1 

➡ 目標値：50%（令和 8年度：令和元年度の 85%）  

 

新型コロナウイルス感染症の終息に伴う外出の増加及び流山ぐりーんバスの再

編、流山市内公共交通一日乗り放題切符の実施および流山ぐりーんバスの運賃

の見直し等により、令和元年度の85％まで収支率を回復させることを目標とし

ます。 

※1令和２年度は 4～11月の平均から算出 
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第７章．推進方針 
 
本計画で設定した公共交通施策を推進し、基本方針及び目標を実現していくた

めに、本計画策定にあたり設置された『流山市地域公共交通活性化協議会』を、計

画に基づく公共交通施策（事業）実施の推進及び評価、進捗管理、施策間の調整等

を行う組織として位置づけます。 

活性化協議会は、行政（市、県、国）、学識経験者、交通事業者、運転者が組織す

る団体、市民、道路管理者・交通管理者、その他関係者を構成員とし、各主体の基

本的な役割を表 7-1のように定め、目標の実現に向けて取り組んでいきます。 

 

表７-１ 活性化協議会構成員の主な役割 

主体 主な役割 

行政 
目標の実現に向け、関係者との調整役を担うとともに、公共交通の維

持、改善の取組を実施します。 

学識経験者 
協議会運営にあたってのコーディネート役を担うとともに、本計画に

示す施策・事業の実施について助言を行います。 

交通事業者 

事業経営・交通運営の主体として、公共交通施策について、交通事業

者間や行政と協議・調整を行いながら、実現に向けた検討を行うとと

もに、情報提供・発信を行います。 

運転者が組織

する団体 

運転手の労働環境等の観点から、公共交通施策に対し助言を行いま

す。 

市民 

公共交通サービスを享受するだけでなく、市内の公共交通を維持して

いくために、主体的に公共交通の需要確保等に取り組むとともに、他

の関係者とも連携・協働します。 

道路管理者 

交通管理者 

公共交通施策について、道路行政の観点から公共交通運営の正当

性、妥当性、道路交通に対する安全性等について評価を行います。 

その他関係者 行政や交通事業者等と連携した取組に協力します。 
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なお、公共交通施策（事業）実施に当たっては、交通事業者間や交通事業者と行

政間での実務的な協議・調整が必要になること、また、公共交通の利用者である市

民の要望を把握する場が必要であることを踏まえ、活性化協議会の下部組織とし

て、実務者分科会及び市民分科会を設置し、施策の推進を図っていきます    

（図７-１）。また、実務者と市民の議論の場を設けることも検討します。 

また、関連する協議会、委員会とも連携し、公共 交通の利便性向上、利用

者増につながる施策等について協力して検討を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           実務者・市民を交えた分科会（※必要に応じて実施） 

図７-１ 流山市地域公共交通活性化協議会の推進体制 

県・国 

交通事
業者 

市民 

学識 
経験者 

流山市 

・公共交通施策（事業） 

実施の推進 

・評価、進捗管理 

・分科会への提言 

・施策間の調整 

・情報共有 

・情報開示 

流山市 
地域公共交通活性化協議会 

実務者分科会 市民分科会 

・実務的な協議・調整 

・協議結果の協議会への報告 

・要望等のとりまとめ 
・協議会への報告 

流山市福祉有償運送

運営協議会 

流鉄沿線活性化 

実行委員会 

連携 
必要に応じて取
組状況の紹介 

道路管理
者・交通
管理者 

運転者
が組織
する団体 

連携 
必要に応じて取
組状況の紹介 

流山版ＤＭＯ

（㈱流山ツーリ

ズムデザイン） 
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第８章．活性化協議会の運営方針 
 

活性化協議会の運営は下記のとおり進めることを基本とし、次年度事業検討 

（７月頃)、中間評価・事業中間見直し（１０月頃）、評価・検証・改善策検討（１月頃）の

タイミングで活性化協議会・分科会を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８-１ 活性化協議会・分科会運営の進め方

計画・事業
検討 
（Plan) 

事業実施 
（Do) 

事業評価 
（Check) 

事業見直
し・改善 
（Action) 

活性化協
議会の 
開催 

令和３年度 令和５年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 

分科会の 
開催 

計画書策定 

次年度事業検討 

計
画
策
定
・公
表 次年度事業検討 次年度事業検討 次年度事業検討 次年度事業検討 

計画書の見直し 

次年度事業検討 

準備事業 

検討・実施 
事業実施 事業実施 事業実施 事業実施 事業実施 

今年度事業 

評価、検証 

今年度事業 

評価、検証 

今年度事業 

評価、検証 

今年度事業 

評価、検証 

今年度事業 

評価、検証 

① ② ③ ④ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ④ 

① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ④ 
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令和４年度以降の活性化協議会、分科会での検討内容のイメージを下表に示し

ます。 

表８－１ 活性化協議会・分科会の検討内容のイメージ 

時期 活性化協議会 分科会 

７月 ◼ 本年度検討・実施する公共交通施

策の確認（内容、スケジュール等） 

◼ 次年度に取り組む公共交通施策

（事業）の検討 

→市は、協議会での協議結果に基

づき、次年度予算の検討を進め

る 

◼ 流山ぐりーんバスに関する昨年度

収支率の最終評価報告 

◼ 本年度検討・実施する公共交通施

策（事業）について、実務者・市民

の意見を聴取（必要に応じて、実務

者と市民を交えた分科会の開催を

検討する） 

◼ 活性化協議会に諮る次年度の公共

交通施策（事業）の検討 

１０月 ◼ 本年度事業の中間評価、分科会で

検討された改善点に対する対応策

に関する協議 

◼ 流山ぐりーんバスに関する本年度

収支率の中間評価報告 

◼ 流山ぐりーんバスの継続判断（継

続・変更・廃止）ルールに基づく「運

行見直し」や「変更運行計画」に関

する協議（案件がある場合） 

◼ 本年度事業の進捗状況の確認 

◼ 本年度事業の中間評価と改善すべ

き点の洗い出し・対応策の検討 

１月 ◼ 本年度事業の最終評価 

◼ 本年度事業の結果を踏まえた次年

度事業における実施方針の協議 

◼ 流山ぐりーんバスの継続判断（継

続・変更・廃止）ルールに基づく「運

行見直し」や「変更運行計画」に関

する協議（案件がある場合） 

◼ 本年度事業の最終評価の検討（活

性化協議会前の事前評価） 

◼ 次年度事業における実施方針の検

討 

※上記の他、「５－３ 公共交通サービス検討に係る全体フロー」における活性化

協議会での協議等、必要に応じて協議していきます。 
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用語解説 
 
公共交通 

 不特定多数の人々が利用する交通機

関を指し、流山市においては鉄道、バ

ス、タクシーを指す。 

 

持続可能な開発目標（SDGｓ） 

２０１５年９月の国連サミットで加盟

国の全会一致で採択された「持続可能

な開発のための２０３０アジェンダ」に

記載された，２０３０年までに持続可能

でよりよい世界を目指す国際目標であ

る。１７のゴール・１６９のターゲットか

ら構成される。 

 

GTFS（標準的なバスフォーマット） 

公共交通機関の時刻表と地理的情報

に関するオープンフォーマット。GTFS

のフォーマットで情報が公開されるこ

とで、複数の公共交通機関の情報を利

用する経路検索などが可能となる。 

 

自動運転技術 

人間の操作無しでも自動で目的地ま

で走行できる自動車。レベル０からレベ

ル５に区分されており、レベル５は「完

全自動運転」と呼ばれ、常にシステムが

全ての運転タスクを実施できる状態の

ことである。 

 

地域公共交通活性化再生法 

地域公共交通の活性化及び再生を

一体的かつ効率的に推進するために定

められた法律。 

 

超高齢社会 

６５歳以上の人口の割合が全人口の

21％以上を占めている社会を指す。 

 

土地区画整理事業 

道路、公園、河川等の公共施設を整

備・改善し、土地の区画を整え宅地の

利用の増進を図る事業。 

 

独占禁止法 

私的独占、不当な取引制限、不公正

な取引方法などの行為を規制している

法律。 

 

独占禁止法 カルテル規制 

「カルテル」は、事業者又は業界団体

の構成事業者が相互に連絡を取り合

い，本来，各事業者が自主的に決める

べき商品の価格や販売・生産数量など

を共同で取り決める行為。 
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独占禁止法 特例法 

正式名称は、「地域における一般乗

合旅客自動車運送事業及び銀行業に

係る基盤的なサービスの提供の維持を

図るための私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律の特例に関す

る法律」である。この法律は、人口の減

少等により乗合バス事業者が持続的に

サービスを提供することが困難な状況

にある一方で、当該サービスが国民生

活及び経済活動の基盤となるものであ

って、他の事業者による代替が困難な

状況にあることに鑑み、合併その他の

行為について独禁法の特例を定め、特

定地域基盤企業の経営力の強化、生産

性の向上等を通じて、将来にわたって

サービスの提供の維持を図ることによ

り、地域経済の活性化及び地域住民の

生活の向上を図り、もって⼀般消費者

の利益を確保するとともに、国民経済

の健全な発展に資することを⽬的とし

た改正。 

 

ヘルプマーク 

障害や疾患などがあることが外見か

らは分からない人が、支援や配慮を必

要としていることを周囲に知らせるこ

とができるマーク。 

 

 

 

 

モビリティマネジメント 

市民や組織・地域のモビリティ（移動

状況）が「過度に自家用車に頼る状態」

から、「公共交通や徒歩などを含めた

多様な交通手段を適度に利用する状

態」へと少しずつ変えていくための、コ

ミュニケーション施策を中心とした取り

組み。 

 

MaaS 

モビリティのサービス化。利用者が

多様なモビリティサービス（鉄道・バス・

タクシー・自転車・自家用車・カーシェア

リングなど）に対して、「１つのサービス」

としてアクセスし自由に選択できるよ

うにすること。 

 


